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独立行政法人医薬基盤研究所
について

資料１－１



１．沿 革
附属研究機関の再編強化を行うこととし、少子高齢化の中で新たに求められる画期的な創薬の開発に資

する研究所を、国立医薬品食品衛生研究所大阪支所を母体とし、国立医薬品食品衛生研究所薬用植物栽
培試験場及び国立感染症研究所筑波医学実験用霊長類センターを統合してできたものである。
そして、効率的な運営を行う為、組織形態として、独立行政法人の形態をとったこの研究所が、独立行政

法人医薬基盤研究所法（平成１６年第１５９回通常国会）をもって設立されることが決まり、平成１７年４月１日
に正式に発足するに至った。

２．所在地 大阪府茨木市彩都あさぎ７丁目６番８号

３．人 員 ８６名（平成２２年４月１日現在）
○役 員 ４名（理事長（常勤）、理事、監事２（非常勤））

○常勤職員 ８２名（事務職 ２８名 研究職 ４７名 技術専門職 ７名）

４．予 算 １０，３１７百万円

５．業 務
○ 医薬品及び医療機器等並びに薬用植物その他の生物資源の開発に資することとなる共通的な研究を

行い、その成果を普及すること。
○ 基礎的研究を他に委託して行い、その成果を普及すること。
○ 試験研究を政府等以外の者に委託して行い、その成果を普及すること。
○ 政府等以外の者に対し、試験研究を国の試験研究機関又は試験研究に関する業務を行う独立行政法

人と共同して行うことについてのあっせんすること。
○ 海外から研究者を招へいすること。
○ 医薬品技術及び医療機器等技術に関する情報を収集し、整理し、提供及び調査すること。

独立行政法人医薬基盤研究所の概要
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医薬基盤研究所と新薬開発について

新薬開発の背景

○新薬開発は、最先端技術と知識の結晶。

○日本が世界をリードする源
○先進国としての世界への責任○新薬を開発できるのは先進国のみ（日米英仏独等）

○日本の国力の源
○高度に専門的な公的な支援が求められる

新薬開発に対する国民のニーズ

○開発には長期間（２０年くらい）と巨額の研究費
を要し、成功率も極めて低い。（成功率0.005％）

創薬に特化した公的な研究所の必要性○難病等の患者からは新薬開発への切実な要望

○公的な支援が不可欠。しかも、公的支援が
有効に作用しやすい。

○「規制と振興の分離」の考えの下、創薬の「振
興」に特化した研究所が不可欠。

○副作用の予防と安全性の確保

（独
）医
薬
基
盤
研
究
所
（平
成
17
年
～
）が
果
た
し
て
い
る
役
割

新薬研究と企業、大学

○公的な機関が間に入って企業間の
連携を深める必要性。（「橋渡し」）

○企業は他社と競争関係。

○企業は、必要性があっても他製品にも共通の基盤とな
る技術開発には投資する余裕がない。 ○基盤的な研究を進める必要性

○大学は、学術的業績につながりにくい創薬に向けた応
用研究には取り組まない。

○基盤的な研究を公的に進める必要性
○研究機関としてのノウハウを活かした研
究振興事業により、大学等の研究者を応
用研究へと誘導。 ２



臨床試験
（治験）
【ヒト】

非臨床試験
【動物】

創薬
研究 ※

基礎
研究

申請 市販

＜企業における新薬開発の背景＞

審査 承
認

○先進国でしかできない新薬開発。
○最先端の知識と技術の結晶。約２０年間の研究期間を要し、
成功率は、0.005%。

医薬基盤研究所の役割

公的支援が不可欠、
かつ有効に働く分野。

製
薬
企
業

大
学 医薬基盤研究所

基盤的技術研究

○民間ではできない、医薬品開発に役立つ基盤的研究

生物資源研究

○研究に必要な生物資源の研究開発と供給。

研究開発振興

○研究資金の提供と、研究のフォロー。

研究技術、生物資源、研究資金の提供による創薬支援,橋渡し

○独法の特色を活かし
た産学官連携

○国の政策課題に応える
ため、①難病対策、②迅
速な新薬開発、③次世
代ワクチン開発に研究

分野を特化

３



①難病対策 ／難病等の治療薬開発の基礎となる研究
②迅速な新薬開発 ／医薬品等の毒性の事前予測に関する研究
③新興・再興感染症対策等 ／次世代ワクチン開発の基盤研究

基盤的技術研究

○ 画期的な医薬品等の開発支援を行うことにより、難病対策、迅速な新薬開発、新興・再興感染
症対策等の国の政策課題の解決を図るため、自ら研究を推進する。

① 難病（自己免疫疾患）治療薬になる物質（タンパク質）の操作技術の確立
② 医薬品の毒性を事前に予測できるデータベースの構築 （世界最大規模・高品質）

③ 複数ウイルスに効果を持つ多価ワクチン開発技術の確立 （ワクチンの効果増強や毒性軽減の技術）

主な成果の例
ヒトiPS細胞

（背景）
・大学は基礎研究中心、企業は採算性中心。他製品にも汎用性のある技術開発は進みにくい。
・製品化に必要な「橋渡し」の分野の技術が必要

開発期間の大幅な短縮

難病治療薬の開発

・複数ウイルスに同時に効果のある「次世代ワクチン」の基盤となる技術の開発
（例：ワクチン効果増強や毒性軽減の技術）

・鼻等からのワクチン接種を可能にする技術の開発

疾患の関連たんぱく質（３５４種類）の発見。診断薬や治療薬への活用が期待できる

物質の精製に関する基盤的な技術の開発
（例：病気の原因となるたんぱく質をコントロールする物質の作成技術など）

医薬品の毒性を予測できるデータベース（８億件）の開発

ヒトiPS細胞を臓器細胞に高効率に作製する技術の開発
（例：肝臓細胞を高効率に作製する技術を開発。より精度の高い実験が可能に）

一企業のメリットに留まらない創薬の
共通基盤として成果還元

医薬品の安全性の向上

４



○ 難病対策、迅速な新薬開発、新興・再興感染症対策等の国の政策課題の解決を図るため、ヒト疾患に関係する以
下の生物資源の開発、収集、保存、提供等を行う。

難病等研究資源バンク
難病治療等の政策課題解決に向けて、難病等の試料（実験等に利用する試験材料）
を中心に収集、研究資源化し、難病等の研究者に分譲等を行う。

⇒ これにより、国内の難病治療研究が進む。

薬用植物資源研究センター 漢方に用いる薬用植物の保存や生薬の作成、バイオテクノロジー等を活用
した新品種の開発を行う。

⇒ 我が国の漢方研究に役立つ。

霊長類医科学研究センター 世界一の高品質なカニクイザルや自然疾患モデルのサルの飼育・繁殖を行う。

⇒ 新たな感染症ワクチンの開発や、創薬研究につながる。

研究開発振興事業

○ 他の研究機関に対して研究資金を提供することによる研究振興。

○ 単に研究資金を提供するのみではなく、その後も、自らの研究実績も踏まえて、専門家により、研究の改善等につい
て、きめ細かく助言等の支援を実施。

基礎研究推進事業
◆ 画期的な医薬品や医療機器の開発につながる可能性の高い基礎的な研究に対して研究費を交付
し、その成果を広く普及

希少疾病用医薬品等開発
振興事業

◆ 厚生労働大臣に指定された希少疾病用医薬品や医療機器（オーファンドラッグやオーファンデバイ
ス）の研究開発を促進するため、助成金交付、指導・助言、及び認定事業を実施

実用化研究支援事業 ◆ 画期的な医薬品・医療機器の開発を目指すベンチャー企業による実用化段階における研
究を支援。 ※ Ｈ２１より新規分は休止

生物資源研究

承継事業（出融資事業）

○ 医薬品開発を行う法人に、過去に出資・融資したものの回収や指導・助言
・ 旧医薬品副作用被害救済・研究振興調査機構（旧機構）より引き継いだ事業
・ 新規の出資・融資は行っておらず、旧機構が過去に行った分（Ｓ６２～Ｈ１５年度）の回収や収益に向けた指導のみ実施
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医薬基盤研究所の功績の例

○平成20年度の研究者1人当たりの競争的資金の獲得は日本一 （全独法中 第1位） （1580万円／人）

○先端医療開発特区（スーパー特区）に２課題が採択される（全24課題）（東大、京大に次いで第３位）

○世界最大規模の毒性評価を予測するデータベースを開発 （企業を束ねて、８億件のデータ）

○我が国唯一、世界的にも画期的な生物資源 （日本唯一の薬用植物、世界一高品質なサル）

⇒ よりヒトに近い正確な実験が可能に。安全な医薬品供給へ。

○希少疾病用医薬品の製品化に貢献
（希少疾病用医薬品等開発振興事業は、子供の難病であるムコ多糖症Ⅵ型やＨＩＶの治療薬など、87品目が製品化）

○国民目線に立った一般公開を毎年実施。
（Ｈ17～21年度合計3630人来場。満足度約90％）

○ヒトiPS細胞の樹立に成功
（基礎研究推進事業の研究初期段階の支援により、京都大学・山中教授の研究プロジェクトにおいて、ヒトiPS細胞の樹立に成功）
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医薬基盤研究所の意義

○ （独）医薬基盤研究所においては、企業や大学等の研究機関で
は十分対応がなされていない研究を行っており、具体的には、

・ 難病患者の治療のための医薬品の開発につながる研究
・ ワクチンの開発につながる研究
・ 医薬品開発の安全性評価（毒性評価）のための基盤的インフラ構築

等について、中核的な役割を担っている。

○ また、他の研究機関では取組が不足しがちな研究分野に対して助
成を行っている。

○ 例えば、ｉPS細胞の研究については、他の研究開発支援機関に先
駆けて早期に山中教授のヒトiPS細胞樹立の研究を強力に支援し、世
界初のヒトｉPS細胞の樹立という画期的な成果を上げている。
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医薬基盤研究所の“基盤的技術研究”の成果と実用化の取組

医薬基盤研究所の研究成果 実用化に向けた企業の状況等

（例１）難病研究の例
○ベーチェット病、クローン病等の難
病の画期的なバイオマーカー（病
気の進み具合の診断指標）を発
見。

○製薬企業と、治験に向けて
共同研究中。

（患者数 ：ベーチェット病→約２万人。
クローン病 →約３万人。）

（例２）多価ワクチンの開発
○おたふくかぜと、水疱瘡の両方に
効果のある多価ワクチンの開発。

○製薬企業と、治験に向けて
共同研究中。

（例３）毒性評価についての研究例
○大手製薬企業全社との共同で、毒
性評価に関する世界最大規模の
データベースを構築。

○内閣府の産学官連携功労者
表彰を受賞。

○企業で既に創薬に活用中。
○将来,創薬の迅速化に寄与。

○難病は種類が多い
が、各難病の患者数
は少ないことから研
究開発投資の回収
が困難。一方で社会
的ﾆｰｽﾞは高い。

○ﾜｸﾁﾝは、国の政策と
関係が深い分野。国
内ﾜｸﾁﾝﾒｰｶｰの事業
規模は大きくない。

現状・背景

○各社単独で蓄積して
いた多量の物質の
毒性ﾃﾞｰﾀの集約に
よる情報共有、有効
活用の道がなかった。

医薬基盤研究所は、医薬品・医療機器の開発の支援、実用化につなげる目的（橋渡し）で、特に、

① 大学等であまり行わない創薬関連の国のニーズに沿った研究、製薬企業等でこれまで行
われなかった採算性が悪い疾患（難病）等分野の関係研究を、実用化の目標達成に向け適宜
企業等の協力を得ながら行っている。

② 製薬企業等の医薬品開発に対して共通的な支援となる分野 （例えば、安全性予測等）の研究
を行っている。

８



臨床試験
（治験）
【ヒト】

非臨床試験
【動物】

創薬
研究 ※

基礎
研究

申請 市販

＜１．企業における新薬開発の流れ＞

※創薬研究： 候補化合物の発見（決定）、候補化合物
の絞り込み(最適化）を行う

審査 承
認

各企業の開発戦略
の範囲に限定

基礎
研究

基盤研の研究（橋渡し）

大学の研究

①：前頁の例１，例２
②：前頁の例３ ＜２．医薬基盤研究所の研究の位置付け＞

製品化を目指した研究（約２０年間の研究期間。成功率0.005%）

創薬に方向性を定めた研究。
複数企業で使える基盤的な研究。
複数企業との共同研究。

分子レベルでの病気の状態の解明の研究。
※研究の結果、候補化合物を発見したとする場合はあるが、大凡ここまで。

医薬基盤研究所の“基盤的技術研究”の位置づけ

９



○ 他の研究開発型の独立行政法人との統合

研究開発法人のあり方の検討も踏まえつつ、他の研究開発型の独立行政法人との統合を行い、
業務の効率化、合理化を図る。

○ ヒューマンサイエンス振興財団（ＨＳ財団）との関係の見直し
・ ＨＳ財団との共同による事業（細胞分譲）を廃止し、基盤研が自ら実施する。
※ 移管の具体的な方法等については、研究者への分譲に影響がでないよう留意しつつ、本年
度中を目途に検討。

○ 基盤的技術研究、生物資源研究について、事業の重点化等による規模縮減
・ 難病など、民間では実施できない分野に特化し、重点化する。
・ ヒューマンサイエンス振興財団との関係の見直しに併せ、生物資源配分の適正な価格水準の
検討等を行い、交付金の縮減を図る。

当 面 の 改 革 事 項

○ 基礎研究推進事業については、来年度より新規募集分を国で実施する。希少疾病用医薬品等開
発振興事業については、政府における研究開発独法のあり方の論議等も踏まえ、今後の事業の実
施体制を引き続き検討する。また、有識者会議等により助成額等の評価基準を作成し、国のガバナ
ンス強化を図る。実用化研究支援事業については、平成２３年度から廃止とし、資金回収が見込める
既契約分のみ経過的に実施する。承継事業については廃止とし、既出融資のみ経過的に実施する。

１０









































年金積立金管理運用独立行政法人について

平成２2年１１月18日（木）

年金積立金管理運用独立行政法人GPIF
Government Pension Investment Fund

資料２－１



○ 事業の目的 厚生労働大臣から寄託された年金積立金の管理及び運用を行うとともに、その収

益を国庫納付することにより、厚生年金保険事業及び国民年金事業の運営の安定

に資する。

○ 設立年月日 平成１８年４月１日

○ 役職員 理事長、理事１名、監事２名、職員７５名（平成２２年４月）

○ 事業の概要 厚生労働大臣から寄託を受けた年金積立金の管理・運用等

運用資産額：約１２３兆円（平成２１年度末）

○ 運用方法 民間運用機関（信託銀行及び投資顧問会社）に運用を委託しているほか、 国内債

券の一部を自家運用している。

○ 運用委員会 ・中期計画及び業務方法書の審議、法人が行う年金積立金の管理運用業務の実

施状況の監視等を任務とする

・委員は、経済・金融の専門家等の学識経験者から厚生労働大臣が任命

年金積立金管理運用独立行政法人の概要①
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（平成22年6月30日現在）

稲葉 延雄 株式会社リコー取締役専務執行役員 リコー経済社会研究所所長

◎植田 和男 東京大学大学院経済学研究科・経済学部教授

臼杵 政治 株式会社ニッセイ基礎研究所年金研究部長兼主席研究員

○宇野 淳 早稲田大学大学院ファイナンス研究科教授

小幡 績 慶應義塾大学大学院経営管理研究科准教授

草野 忠義 財団法人連合総合生活開発研究所理事長

佐藤 久恵 日産自動車株式会社財務部主管ﾁｰﾌｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄｵﾌｨｻｰ

能見 公一 株式会社産業革新機構代表取締役社長

村上 正人 株式会社みずほ年金研究所専務理事

山﨑 敏邦 ＪＦＥホールディングス株式会社監査役

（五十音順・敬称略）

◎ 委員長 ○ 委員長代理

運用委員会の委員名簿
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参考 ： ポートフォリオの期待収益率（リターン）・リスクと分散投資効果

複数の資産で構成されるポートフォリオの期待収益率は、組入れ資産の期待収益率の加重平均となる。

一方、ポートフォリオのリスクは、互いの収益率の連動の方向と程度（相関）が異なる資産の組み合わせによっ
ては、個別資産のリスクの加重平均より低くなる。このように、収益率の振れ方が異なる複数の資産に投資するこ
とによってリスクの比例的な上昇を伴うことなく期待収益率が上昇することを分散投資効果と呼ぶ。

１．年金積立金運用の基本的な考え方

管理運用法人は「長期的な観点からの安全かつ効率的な運用」を心がけており、リスク（収益率の振れ・標準偏

差） を抑えつつ、リターン（期待収益率）をできる限り引き上げられるような資産構成とし、運用を行っている。

２．分散投資効果によるリスクの抑制

具体的には、複数の資産に投資することで、リスクを抑えながら期待収益率を上げる「分散投資効果」を用いて、

基本ポートフォリオ（長期的な観点からの資産構成割合）を策定している。

現在の管理運用法人は、国債をはじめとした国内債券を概ね3分の2とし、これに国内株式、外国債券、外国株式

などを組み合わせた基本ポートフォリオを採用している。

年金積立金管理運用独立行政法人の概要②
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国
内
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≪基本ポートフォリオ≫
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◇ 厚生年金保険法及び国民年金法等に基づき、

長期的な観点から、安全かつ効率的に運用。

◇ 「国内債券中心」、「インデックス運用を中心」、

「ポートフォリオ全体のリスクを抑制」などの

考え方により、運用。

・ ＧＰＩＦ管理運用分 ： 約１２３兆円（平成２１年度末）

（年金積立金全体 約１２８兆円）

・ 国内債券、約７割（内外の債券では、約８割）。

（運用受託機関）信託銀行・投資顧問会社（７７ファンド）

評価委員会 中期目標

改善措置要求
人事権

運用委員会
金融・経済等の専門家

審議

理事長

株式等の投資割合決定

○運用受託機関の管理 .

○インハウス運用の実施

厚
生
労
働
大
臣

実績評価

年
金
積
立
金
管
理
運
用
独
立
行
政
法
人

年金制度の設計
年金財政の検証

＜運用の仕組み＞

年金積立金管理運用独立行政法人の概要②（続き）
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年金積立金管理運用独立行政法人

国内債券

・自家運用(ﾊﾟｯｼﾌﾞ運用2ﾌｧﾝﾄﾞ)
・ﾊﾟｯｼﾌﾞ運用：6社8ﾌｧﾝﾄﾞ
・ｱｸﾃｨﾌﾞ運用：10社10ﾌｧﾝﾄﾞ

運用委託

国内株式

・ﾊﾟｯｼﾌﾞ運用：7社7ﾌｧﾝﾄﾞ
・ｱｸﾃｨﾌﾞ運用：15社21ﾌｧﾝﾄﾞ

外国債券

・ﾊﾟｯｼﾌﾞ運用：4社4ﾌｧﾝﾄﾞ

・ｱｸﾃｨﾌﾞ運用：7社7ﾌｧﾝﾄﾞ

外国株式

・ﾊﾟｯｼﾌﾞ運用：6社6ﾌｧﾝﾄﾞ

・ｱｸﾃｨﾌﾞ運用：13社14ﾌｧﾝﾄﾞ

《信託銀行・投資顧問会社》

第２中期計画（５年間）
業務方法書

○基本ポートフォリオ
・債券、株式の構成割合

○運用上の遵守事項
・信用リスク等の管理
・パッシブ運用中心

など

運用機関の選定/見直し

○運用機関の公募・審査・選定

○運用状況の評価
・定性評価と定量評価

○資金配分変更/運用機関の見直し

運用機関の管理

○運用目標、運用手法等を指示

・目標ﾘﾀｰﾝ/ﾘｽｸ水準
・ﾊﾟｯｼﾌﾞ/ｱｸﾃｨﾌﾞ運用など
○運用状況の報告聴取
・毎月末の運用状況報告

・指示内容の遵守状況など

監視

平成２２年３月末現在

運
用
委
員
会

（金
融
・経
済
等
の
学
識
経
験
者
）

審議

年金積立金管理運用独立行政法人の概要③

理事長
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運用状況

○ 運用状況の概要（平成１５～２１年度）

-12.0%

-8.0%

-4.0%

0.0%

4.0%

8.0%

12.0%

-12.0

-8.0

-4.0

0.0

4.0

8.0

12.0

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21

兆円

収益率と収益額の推移 （平成15～21年度） 収益額（左軸）

収益率（右軸）

2.82

（年率換算）

147,298

　　　　　　　　　　　　　（累積）

9.88 7.91収益率（％） 8.40 3.39

-55,178 -93,481収益額（億円） 48,916

運用資産額（億円） 703,411 872,278 1,145,278 1,198,868 1,176,286

15年度 16年度 17年度

3.70 -4.59 -7.57

20年度19年度18年度

1,028,714

26,127 89,619 39,445

通期
（平成15～21年度）

－1,228,425

21年度

91,850

６



厚生労働省独立行政法人評価委員会において、第１期中期目標期間（平成１８年度～平成２１年度）の業務実績について
の評価がなされた。主な評価結果は以下のとおり。なお、当法人においては、全２０項目中１９項目がＡ評価（中期計画を上
回っている）、１項目がＢ評価（中期計画に概ね合致している）であった。（Ｓ～Ｄまでの５段階評価）

○年金積立金の管理及び運用に関する事項

・ 平成１８～１９年度においては、移行ポートフォリオを適切に管理し、平成２０年度においても基本ポートフォリオとの乖離状況を把握し、資

産配分を通じて乖離許容幅に収まるように適切に管理を行った結果、基本ポートフォリオを達成したと評価できる。

・ ベンチマーク収益率の確保という観点からは、いずれの資産も概ねベンチマーク並みの収益を確保した。

・ 平成１９年度、平成２０年度といった不安定な市場の状況下においては、適切かつ機動的なリスク管理を行い、また、運用受託機関の選定、

管理及び評価についても適切に実施し、全体としては法人の設立目的に沿って適切に業務を実施したと評価できる。

○業務実績の効率化に関する措置について

・ 業務運営能力の向上のため、積極的に外部の専門的知見を有する運用経験者の確保に努めてきており、人件費の制約がある中、最大

限の努力を行っていると評価できる。

・ 資産管理機関の集約化の取組や継続的な管理運用委託手数料水準の引下げにより、経費節減に努めている。

○業務の質の向上に関する取組について

・ 情報公開に関する取組については、毎年業務概況書やホームページの改善が積極的に行われており、外部機関からも高い評価を受け

るなど、利用が進んでいる点は評価できる。

第１期中期目標期間の評価結果
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運用受託機関構成（マネージャー・ストラクチャー）

の見直しは、原則として３年毎に行うこととしている。

運用受託機関構成の見直し 運用受託機関の選定

短期間の運用実績で運用機関の運用能力を評価する場合、
短期的な市場動向の影響を強く受けることから、少なくとも３
年以上の期間を経過した段階で評価を行うことが適切と考え
ている。

運用受託機関構成の見直し状況

年金積立の運用を受託するために必要な認可や

年金資産の運用残高等、満たすべき要件を設定

公 募

評価事項

 投資方針

 コンプライアンス

 事務処理体制

 運用プロセス

 組織・人材

 運用委託手数料

総合評価結果及び運用受託機関構成を勘案

選 定

運用受託機関の選定

平成１８年度 外国債券アクティブ運用 （新規2ﾌｧﾝﾄﾞ、既存5ﾌｧﾝﾄﾞ、解約2ﾌｧﾝﾄﾞ）

平成１９年度 国内株式アクティブ運用 （新規10ﾌｧﾝﾄﾞ、既存11ﾌｧﾝﾄﾞ、解約4ﾌｧﾝﾄﾞ）

平成２０年度 外国株式アクティブ運用 （新規11ﾌｧﾝﾄﾞ、既存3ﾌｧﾝﾄﾞ、解約9ﾌｧﾝﾄﾞ）

平成２1年度
外国債券、外国株式

パッシブ運用
（公募を実施）
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運用受託機関の管理及び評価

運用受託機関の管理

◇定期ミーティング・
リスク管理ミーティング

※ リスク管理ミーティングに
おいては、年度の総合評価
が一定水準以下の運用受託
機関等について、運用状況、
リスク管理状況等を確認

◇月次報告
・運用実績
・リスクの状況

◇随時ミーティング

※ 運用上の問題が発生した
運用受託機関について、緊
急にミーティングを実施し投
資行動及びリスク管理状況
等を確認

◇運用実績、リスクの
状況の問題点を確
認。

◇ガイドラインの遵守
状況を確認。

◇警告
◇資金配分停止
◇資金回収
◇解約等

◇金融監督当局によ
る処分

運用受託機関の評価

◇総合評価（対象ファンド数）
（パッシブ運用受託機関 ２５ファンド）
（債券アクティブ運用受託機関 １７ファンド）
（株式アクティブ運用受託機関 ３５ファンド）
※ファンド数は、平成２２年３月末現在

◇定性評価
運用スタイルの根拠等の投資方針、戦略決定等の運用
プロセス、組織・人材等

◇定量評価
パッシブ運用…超過収益率とトラッキングエラー（注１）

アクティブ運用…超過収益率とインフォメーション・レシオ（注２）

（注１）超過収益率の標準偏差
（注２）超過収益率／トラッキングエラー

◇総合評価結果及び対応

評価が一定水準に達していない運用受託機関に
ついて、資金配分停止及び一部資金回収
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＜運用委託手数料率＞

運用手数料について

2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年

米国公的年金基金 0.25% 0.30% 0.28% 0.28% 0.29% 0.30% 0.38% 0.36%

米国企業年金基金 0.31% 0.35% 0.38% 0.35% 0.39% 0.40% 0.46% 0.49%

管理運用法人 0.06% 0.04% 0.04% 0.04% 0.03% 0.03% 0.02% 0.02％

（注１）米国年金基金の数値は、Greenwich Associates社の調査によるものである。

（注２）米国年金基金は、５０億ドル以上の資産規模の基金の平均である。
（注３）管理運用法人の数値は、平均残高に対する管理運用委託手数料額の割合である。
（注４）米国年金基金は暦年ベース、管理運用法人は年度ベースである。

＜ＧＰＩＦの運用手数料の推移＞
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○ 旧資金運用部に預託されていた年金積立金は順次償還され、年金給付等に用いられる一部を
除いて厚生労働大臣から当法人に寄託され運用を実施。

○ 平成２０年度末に預託金の償還が完了したことに伴い、平成２１年度以降は、年金特別会計の
収支不足を補うために、寄託金償還を行うこととなり、当法人の運用資産の取り崩しが必要となっ

ている。

（注）キャッシュアウト額は、寄託金の償還額のほか財政融資資金借入金償還・利払い額等を加味した額である。
なお、２１年度は実績額、２２年度は予算額、２３年度は概算要求ベースの額である。

市場における買い手から売り手へ

２１年度 ２２年度 ２３年度

キャッシュアウト額 約３．９兆円 約６．７兆円 約６．３兆円

年金特別会計等へのキャッシュアウト

第２期中期目標においては、

「年金給付に必要な流動性（現金等）の確保等に際して、市場の価格形成
等に配慮しつつ、円滑に資産の売却等を行うため、市場動向の把握・分析等
必要な機能の強化を図る。」

旨が示されたところ。
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年金積立金管理運用独立行政法人の運営の在り方については、昨年（２００９年）１１月に厚生労
働省に設置された、有識者からなる「年金積立金管理運用独立行政法人の運営の在り方に関する
検討会」において議論が行われており、その結果も踏まえ、今後の運営を見直すこととなる。

（１）厚生年金及び国民年金の積立金の運用目標の設定について
（２）運用手法や運用対象について

a）アクティブ運用とパッシブ運用について b）運用対象資産とベンチマーク
（①新興国や成長分野などへの投資について ②全額国債で運用することについて） 等

（３）運用組織のガバナンスについて
a）運用業務の執行と監視について（理事長と運用委員会の位置付けの見直し） 等
b）分割して積極運用することについて 等

（４）その他
社会的責任投資等について 等

具体的な検討項目

１．年度の業務概況書をより分かりやすく改善し、国民に対する情報公開・広報活動を充実する。
２．運用受託機関等の選定過程、管理運用委託手数料の水準についても運用委員会の審議の対象

とする。
３．市場への影響にも配慮しつつ、一定期間経過後に運用委員会の議事録を公表する。

透明性の向上
に関する具体
的な取組事項

当面の改革事項
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○ 昨年（平成21年）11月に厚生労働大臣の下に、有識者からなる検討会を設置。本年６月
に中間とりまとめを公表。年内を目途に最終報告をとりまとめる予定。なお、本検討会には、
独立行政法人制度を所管する総務省から、政務三役が出席している。

○ 検討会では運用目標、運用手法や対象、運用組織の在り方など、広範な項目について議論
が行われたが、
・よりハイリスクな運用を行うことで収益の向上を求めるべきであるという意見
・国債だけで運用するなど、比較的リスクが低い、安全運用とすべきであるという意見
があり、中間とりまとめにおいては多くの項目で両論併記の形となった。

○ 10月下旬より検討会を再開しているところであり、ガバナンスの在り方等さらに具体的
な議論を深め、年内を目途に報告をとりまとめる予定としている。

年金積立金管理運用独立行政法人の運営の在り方に関する検討会について

検討会メンバー（五十音順、敬称略）
・浅野 幸弘（横浜国立大学経営学部教授） ・植田 和男（東京大学大学院経済学研究科・経済学部教授、座長）
・小島 茂（日本労働組合総連合会総合政策局長） ・小幡 績（慶應義塾大学大学院経営管理研究科准教授）
・久保田 政一（日本経済団体連合会専務理事） ・末吉 竹二郎（国連環境計画・金融イニシアチブ特別顧問）
・富田 俊基（中央大学法学部教授） ・村上 正人（株式会社みずほ年金研究所専務理事）
・山崎 元（楽天証券経済研究所客員研究員） ・山崎 養世（株式会社成長戦略総合研究所理事長）
・米澤 康博（早稲田大学大学院ファイナンス研究科教授）

１３



約236兆円
【市場運用なし】

約12兆円 約43兆円
【全て海外資産】

約11兆円(各基金約2兆円）

約123兆円
（2009年12月末） （2010年3月末） （2010年3月末） （2009年12月末） （2010年3月末）

2009年度 4.9% 14.9% 25.5% 21.6% 7.9%

5.2% 4.0% 3.4% 5.0% 0.8%

（暦年（1-12月）） （4-3月） （4-3月） （AP4、暦年（1-12月）)
※ 手数料等控除前

（4-3月）

- ５６６人 ２４９人 ２０４人（合計） ７5人
（2010年3月末） （2009年12月末） （2009年12月末） （2010年3月末）

実施主体 政府
公的な性格を有する特別法人

（政府からは独立）

ノルウェー中央銀行

投資運用局による運用

公的な性格を有する特別法人

（政府からは独立）
独立行政法人

資産残高※

基本（参照）ポートフォリオ

※　各基金のHPの数値を基に算出（21年3月末時点）。

職　員

役　員

ソーシャルセキュリティ
カナダ年金制度投資

委員会　　　　　　　　.

政府年金基金（GPF-G）

ノルウェー中央銀行投資

運用局（NBIM）           .

国民年金基金1～4

運用実績 直近5年平均
（2005-2009年度）

※各年度の相乗平均

理事12名
執行役員（CEO等）29名

中央銀行の理事7名
各基金に、理事9名程度

執行役員（CEO等）6～9名
-

年金積立金管理

　運用独立行政法人

理事長1名
理事1名

ＧＰＩＦ
（日本）

名　　称

OASDI
（アメリカ）

CPPIB
（カナダ）

GPFｰG
（ノルウェー）

AP1～4
（スウェーデン）

債券 100%

株式 65%

債券 35%

株式 60%

債券 40%

不動産、ﾍｯｼﾞ

ﾌｧﾝﾄﾞ等 2%

株式 65%

債券 33%

短期資産 5%

株式 20%

債券 75%
全て海外資産

全て非市場性

財務省証券

諸外国の年金資金運用機関との比較

※為替レートは資産残高計上当時
１４















































特別民間法人中央労働災害防止協会
について

資料３－１



労働災害防止団体が中心となった「自主的な取

組」と「国の行政指導」が車の両輪になって行わ

れた結果、労働災害の防止はその効果をあげて

きている。

労働災害死傷者数

設立当初：４０万人台

平成２１年：約１１万人

労災保険給付の減少事業主が行うべき労働安全衛生に関する措置全般について、技術面
を中心としたきめの細かい指導援助を行っている。

労働災害の防止に大きく貢献

中央労働災害防止協会について

○人 員（平成２２年１０月１日現在）
役 員 １０９名 （常勤 ４名、非常勤 １０５名）
職 員 ４３２名 （常勤 ３９０名、非常勤 ４２名）

○予 算（平成２２年度）
９，７３３百万円

一 般 会 計 ７，８５８百万円 （うち国費２，６７５百万円）

教育ｾﾝﾀｰ特別会計 ５７１百万円 （うち国費 ０百万円）

ﾊﾞｲｵｾﾝﾀｰ特別会計 １，３０４百万円 （うち国費１，００５百万円）

○主な業務
■教育研修 ■技術指導・援助 ■図書の出版、情報提供 等

○昭和３０年代、労働災害の多発に対応するため、安全衛生
行政体制の充実と相まって、事業主の自主的な労働災害防止
の活動を促進するための中心団体として

昭和３９年８月 労働災害防止団体法の規定に基づき設立

○中災防は、国の労働災害防止計画に即応するように努めな
ければならない（労働災害防止団体法第11条第４項）。

中央労働災害防止協会の概要



①リスクアセスメント・労働安全衛生マネジメントシステム（ＯＳＨＭＳ）の普及

危険有害要因の低減と組織的な安全衛生管理の活性化

＜具体的な取組＞

目標

主 な 事 業

②安全衛生教育研修の実施

安全衛生を担う人材の育成目標

＜具体的な取組＞

・経営幹部、ライン管理者、安全衛生スタッフ等を
対象とした各種教育研修
・事業場内で安全衛生教育を担当する講師の養成
（安全衛生教育センター）
・ゼロ災害全員参加運動の普及促進
・全国産業安全衛生大会における研究発表、講演等

実績 19年度 20年度 21年度

各種教育研修
（①を除く）

11,725人
（266回）

10,660人
(247回）

7,511人
（223回）

安全衛生教育センター研修 6,848人
(351講座）

6,616人
（337講座）

5,829人
(309講座）

ゼロ災運動各種研修 7,855人
（167回）

7,786人
（161回）

6,413人
(154回）

全国産業安全衛生大会参加者 13,023人 10,017人 8,879人

・安全衛生スタッフ、ライン管理者等を対象とした各種研修会
・事業場への個別支援
・基準に適合する適切なOSHMSの認定

実績 19年度 20年度 21年度

リスクアセスメント・OSHMS研
修会

7,564人

（175回）

7,737人

（197回）

6,272人

（182回）

事業場支援サービス 124事業場 157事業場 102事業場

OSHMS認定事業場数（累計） 237事業場 309事業場 343事業場

・ＯＳＨＭＳを構築し
し実施している

・リスクアセスメント
等ＯＳＨＭＳの一部
を導入している

・構築中

0 5 10 15
平成２０年の災害発生率（千人率）

5.19

6.71

18.98

休業災害
千人率

・近々構築に着手予定

・導入を検討中

・導入の予定はない

「ＯＳＨＭＳへの取組
状況等に関するアン
ケート調査結果」 （平
成22年3月）

中災防調査（厚生労
働省委託調査）

＜取組の成果＞

不休災害
千人率

千人率

3.26

12.27

8.45



③安全衛生診断、分析・測定、特殊健康診断の実施

安全衛生技術サービスの提供を通じた事業場の安全衛生水準の向上目標

＜具体的な取組＞

・事業場の安全衛生状態の診断
・有機溶剤、石綿等有害物質の分析
・有害な業務を行う作業場等に係る作業環境
の測定
・有害業務従事者に対する特殊健康診断

実績 19年度 20年度 21年度

安全衛生診断 605事業場 584事業場 648事業場

有害物質の分析 24,896検体 22,597検体 23,434検体

作業環境測定 1,467事業場 1,505事業場 1,245事業場

特殊健康診断等 13,061人 12,571人 12,496人

④図書等の出版、安全衛生情報の提供

インターネット等を通じたタイムリーで豊富な情報の提供目標
委託事業

実績 19年度 20年度 21年度

安全衛生情報へのアクセス

件数
18,622,491件 21,786,356件 31,506,031件

産業安全技術館、大阪産業
安全技術館入館者数

57,230人 64,376人 64,590人

＜具体的な取組＞
（安全衛生情報センター運営事業）

・ インターネットを通じた災害事例、化学物質
情報等の提供
・ 産業安全技術館（あんぜんミュージアム）にお
ける展示を活用しての労働災害防止の啓発

＜具体的な取組＞

・事業主、安全衛生担当者等の安全衛生活動に役立つ図書、ポスター、のぼり等の用品の頒布

安全衛生活動に役立つ図書等の普及目標



⑤労働者の心身両面の健康づくりと快適職場づくりの支援 委託事業

労働者の健康の保持増進目標

実績 19年度 20年度 21年度

メンタルヘルス対策に関する
助言・指導

2,010回 1,795回 2,958回

自殺予防セミナー等の研修会 7,993人 10,868人 7,861人

過重労働による健康障害防
止のための助言指導

2,643回 2,453回 2,161回

＜具体的な取組＞

・メンタルヘルス対策に関する助言・指導

・自殺予防セミナー等の研修会

・過重労働による健康障害防止のための助言指導

疲労・ストレスの尐ない快適な職場環境の形成目標

実績 19年度 20年度 21年度

フォーラム参加者 239人 475人 410人

職場の喫煙対策実施率※ 89.4％ 92.1％ 93.1％

※中災防調査（厚生労働省委託調査）

＜具体的な取組＞

・快適職場フォーラムの開催、好事例集の配布による

普及啓発

・職場における受動喫煙防止対策に関する調査研究

・職場環境のソフト面の快適化に関する調査研究



⑥化学物質の有害性（発がん性等）調査のための試験

試験結果に基づく労働者の健康障害の防止、特に職業がんの予防

実績 19年度 20年度 21年度

動
物
試
験

発がん性試験 18件 18件 18件

急性・慢性毒性試験 10件 10件 10件

目標

１ ラット・マウスを用いた動物試験（主に吸入試験）

・発がん性試験

・急性・慢性の毒性試験

＜国への貢献＞

化学物質の発がん性検出
（３５物質）

国の委員会における検討 健康障害防止に関す
る指針・通達の制定
（２６物質）

労働者の健康障害
防止

国際がん研究機関（IARC、WHOの下部機関）が行う化学物質の発がん性分類の際に、

日本バイオアッセイ研究センターの試験結果が活用されている（５物質）

＜日本バイオアッセイ研究センターの特徴＞

・動物を用いた吸入による発がん性試験（２年間）を優良試験所基準（GLP基準）のもとで実施している我が国で唯一、
かつ世界屈指の試験施設

＜国際貢献＞

＜具体的な取組＞

吸入による発がん性試験のためのばく露装置の開発と性能確認、平成２２年度から試験の実施

２ ナノマテリアルの有害性試験

委託事業



○事業の選択と集中による自前収入の増強

中期計画の策定と実施

組織・人員体制の見直し

○役員体制の見直し

理事長については23年５月の改選期に公募、常勤役員については１名削減の上、民間から積極的に登用

○補助金、委託費の削減に対応し、総額人件費の適正化を実施

国家公務員ＯＢ職員については、安全管理士等専門職を除き定年後解消

現役出向職員の削減

役員報酬の引下げ

○アウトカム評価の実施

３ 事業運営の再構築

１ 委託事業の廃止（２３年度においては、中災防一般会計の国費１３．０億円削減（２２年度２６．６億円⇒２３年度１３．６億円））

＜２３年度に廃止する事業＞

・安全衛生情報センター運営事業

・労働者の健康の保持増進事業

・過重労働による健康障害防止のための自主的取組事業

・快適職場形成促進事業

・小規模事業場等団体安全衛生活動援助事業（助成期間は３年間であるため、２４年度で完全廃止）

・派遣労働者に係る安全衛生管理の実施支援事業

当面の改革事項

２ 日本バイオアッセイ研究センター関係の事業（９．５億円）については、独立行政法人労働安全衛生研究所

（独立行政法人医薬基盤研究所及び独立行政法人国立健康・栄養研究所との統合を予定）へ移管

国からの財政支出に頼らない
自主的な労働災害防止活動を行う団体として自立を目指す











































1 

 

☆独法・特別民間法人／取り組みの視点④（案） 

北沢 栄 

 

＊医薬基盤研究所 

・ そもそも５年前（2005年 4月）にこの独法を設立した理由および存在意

義とは 

・ 厚労省は、国の医薬品開発支援をどの程度まで独法に任せるべきと

考えているのか → 独法のミッションとは何か 

・ 基礎研究と製品化を結びつける「橋わたし（トランスファー）」の基準と

実態は 

・ 橋わたし役は公益法人「ヒューマンサイエンス振興財団」でも実施して

いる。独法、公益法人が重複してそれぞれやる理由は 

・ 「橋わたし」が生んだ（創薬）の具体的成果は 

・ ヒューマンサイエンス振興財団から研究費の一部を受け取っている理

由は → 財団との関係整理の必要 

・ 今年度はどのような基礎研究プロジェクトに研究資金を交付したか、そ

の基準は → 基礎研究推進事業で大学などへの外部助成予算（80

億円規模）を整理し、自前研究予算（30億円規模）に振り向けるべきで

は 

・ たとえば民間の研究で脆弱とされるワクチン開発で、厚労省が民間の

ワクチン開発・製造主体に補助金を直接渡すべきではないか 

・ 特別会計を使ったベンチャー企業向け投資による累積欠損金 54億円

（2008年度）の原因と処理対策は 

・ 2007年12月に閣議決定された「国立健康・栄養研究所との統合」が実

現した場合のシナジー効果は 

・ 自らが研究するオーファンドラッグなどの「基盤的技術研究」と「生物資

源研究」以外の事業は必要なのか → 「オーファンドラッグ助成」は厚

労省が直接行えばよいのでは → ベンチャーに投資する「実用化研

究支援事業」は廃止すべきではないか → 行政刷新会議による事業

仕分け第 2弾で「廃止」評決（2010年 4月） 

・ 天下り・わたり、契約の状況 

 資料４  



2 

 

＊年金積立金管理運用独立行政法人 

・ かつて年金財源の濫用がみられた年金管理に関し、どのように改善さ

れたか、 

1) 独法移行後は、人件費を含む事務費を積立金運用収入で賄って

いるが、支出額の推移はどんなか（直近 10年間） 

2) うち人件費の推移（同） 

3) 国家公務員の給与に比べたラスパイレス指数（同） 

4) 運用収入で経費を賄っていることに関し、情報公開しているか → 

国民を安心させることができるような説明責任をどのように果たしていく

か 

5) “グリーンピアの悪夢”を繰り返さないためのガバナンスは、どのよう

に改善したか、どう取り組んでいくか → 本省ともども再発防止はでき

るか 

 

・ 積立金の運用面に関し 

1) 積立金の管理・運用について検討している当法人の「運営の在り方

に関する検討会」の中間とりまとめ後の現状について 

2) 管理・運用の責任体制はどうなっているか → 大臣、理事長の責

任分担は 

 

・ 天下り・わたり、契約の状況 
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＊特別民間法人・中央労働災害防止協会（中災防） 

・ 運営形態は所管官庁から天下りと補助金等を受け入れる「疑似特殊法

人」と言うべきものだが、なぜ認可法人をやめて、現行の不透明な「特

別民間法人」に変えたのか。改革を逃れる“隠れ蓑”か → ホームペ

ージに法人形態の変遷に関する記載がなく、情報開示の姿勢に欠け

るのではないか 

・ 歴代会長を経団連会長が兼ねているが、その経緯と就任理由、報酬

について 

・ 常勤役員４人の全員が官庁OB、さらに非常勤役員が105人、うち官庁

出身が 22 人と多数に上る理由は → 典型的な天下りの受け皿だが、

この状況が改善されなかった理由について 

・ 独法でやれる業務ではないか → （独）労働者健康福祉機構に一元

化すべきではないか 

・ 総務省の定義によれば、きわめて不透明で分かりにくい法人で（注）、

この種の法人はない方がいいのでは → 現在 38 法人あり、最古は元

特殊法人の農林中央金庫（補助金は受け取っていないが、歴代理事

長は前任者まで農水事務次官 OB） → 不透明法人に公的な業務は

避けるべき、との指摘も 

 

（注） 特別の法律により設立される民間法人とは、民間の一定の事務・事業につ

いて公共上の見地からこれを確実に実施する法人を少なくとも一つ確保することを

目的として、特別の法律により設立数を限定して設立され、国が役員を任命せず、

かつ、国又はこれに準ずるものの出資がない民間法人（地方公共団体が設立主

体となる法人を除く。） 出所： 総務省 

 

・ 活動内容に独自性が乏しく、労災保険財源のムダ遣いでは（特別会計

から支出 36.6億円、2010年度予算） 

・ 行政刷新会議の事業仕分け第２弾（2010年 5月）では同法人の２事業

「労働者の健康づくり対策支援業務」「安全衛生情報提供・相談等業

務」とも「廃止」と評決された → これを受け、法人としての対応は 

・ 純資産（利益剰余金）49.2億円（2008年度）を国庫返納する計画は 

・ 天下り・わたり、契約の状況 

以上 
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☆公益法人／取り組みの視点⑤（案） 

北沢 栄 

 

・ 指定法人は、廃止を含め見直すべきか → 「全国で１つに限った」法

人指定（たとえば介護労働安定センターや二十一世紀職業財団）は

「競争契約」にすべきではないのか → 官で事業を独占せず、民に開

放すべきではないのか → 特殊ケースの場合、条件を明確にした「複

数指定」も考えられるのでは 

・ 登録を受け検査などを実施し、検査料等を得る「登録法人」も、同様に

廃止を含め見直し、競争契約にすべきではないか 

・ 指定を受けた国家試験、資格試験を一部法人に独り占めさせるのは

妥当か → 各試験は現在でも必要性が高いか 

・ その受験料、登録料、審査料等の設定水準は独占的業務のために高

め設定ではないか 

・ 同様に指定、登録を受けて行う検査・検定、研修、講習、検査料、講習

料等は妥当か → 検査など各業務は、現在でも必要性が高いか 

・ 国から毎年度、特定の補助金等を受けている法人の事業は、すべて

競争契約にすべきではないのか 

・ 国からの特定の補助金の支出先が決まっている法人は、これを廃止し、

競争契約にすべきではないか 

・ 補助金等で自らの収入の大半を賄っている天下り法人は、廃止を含め

見直し、民間に対し補助金等の直接交付に切り替えるべきではないか 

・ 国や独法からの補助金等を自らの調査・研究以外に他の大学や研究

機関などに支出（再交付）している法人は、廃止を含め見直し、補助金

等を民間の相手先に直接交付すべきではないか 

・ 独法と類似の事業を実施している公益法人は、事業を「廃止」もしくは

独法に事業を「統合」すべきではないか → たとえばヒューマンサイエ

ンス振興財団の「政策創薬総合研究事業」 

・ 長年使われていない遊休の「基金」などは、国庫に返納する 

 資料５  
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・ 随意契約および「一者応札」の形式的競争契約をなくすため、原則、

競争契約を謳った会計法 29 条を改正して違反者に対し「罰金及び公

表」を義務付けるべきではないか 

・ 不祥事などコンプライアンスに違反した場合、当該法人の廃止もしくは

将来にわたる契約停止を実施すべきではないか（農水省所管「緑資源

機構」のケースでは、官製談合が発覚し、2007年度に法人廃止へ） 

・ 天下り・随意契約の程度に応じて、補助金等を翌年度予算額から減額

すべきではないか 

・ これまでの事業仕分けで「廃止」とされた事業・法人は、廃止すべきで

はないか → たとえば「二十一世紀職業財団」の助成金事業（行政刷

新会議による事業仕分け 2009年 11月）、介護労働安定センター交付

金事業（同 2010年 10月） 

・ 類似法人は廃止もしくは統合すべきではないか 

 

以上 
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